
医療AIプラットフォーム技術研究組合 

研究活動及び研究資金取扱規程  

 

（目的）  

第１条 この規程は、組合医療AIプラットフォーム技術研究組合（以下「組合」と

いう。）における研究活動及び研究費の管理に関して必要な事項を定め、

もって、適正な研究活動及び研究費の取り扱いを確保することを目的とす

る。  

 

（対象となる研究）  

第２条 組合で実施される全ての研究が本規程の対象となるものとする。 

２ この規程における研究費とは、各省各庁、独立行政法人、地方公共団体及び財

団法人等から配分される競争的研究資金等であって、次の各号に掲げるものをい

う。  

一 各省庁、独立行政法人、地方公共団体から配布される研究費  

二 財団法人等から交付を受けた研究費及び助成金 

三 受託研究費、共同研究費  

四 その他、あらかじめ、理事長が事務委任を行うことを承諾した研究費等  

 

（最高管理責任者）  

第３条 研究の運営・管理について組合全体を統括する権限を有し、最終責任を負

う者として最高管理責任者を置く。  

２ 最高管理責任者は、理事長をもって充てる。  

３ 最高管理責任者は、統括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者が研究の

運営・管理を適切に行うことができるよう、自ら啓発活動を定期的に行うなど、

構成員の意識の向上と浸透を図り、率先して不正防止に努める。 

４ 最高管理責任者は、定期的に統括管理責任者及びコンプライアンス推進責任者

から報告を受ける場を設けるとともに、必要に応じて基本方針の見直し、必要な

予算や人員配置などの措置を講じるものとする。 

５ 最高管理責任者は、基本方針、具体的な不正防止対策等の策定に当たっては、

理事会等において審議を主導するとともに、その実施状況や効果等について役員

等と議論を深めるものとする。  

 

 

（統括管理責任者）  

第４条 最高管理責任者を補佐し、研究の運営・管理について組合全体を統括する



者として、統括管理責任者を置く。  

２ 統括管理責任者は、専務理事をもって充てる。 

３ 統括管理責任者は、研究の運営・管理に関わる構成員を対象としたコンプライ

アンス教育及び啓発活動等の具体的な実施計画を策定する。実施計画について

は、対象、時間・回数、実施時期、内容等を具体的に示すこととする。  

 

（研究に係るコンプライアンス推進責任者）  

第５条 組合の研究等の運営・管理について、実質的な責任と権限を有する者とし

て、研究に係るコンプライアンス推進責任者を置く。  

２ 研究に係るコンプライアンス推進責任者は、統括プロジェクトマネージャーと

する。  

３ 研究に係るコンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、次の

各号に掲げる事項を実施する。  

一 自己の所管する組織における対策を実施し、実施状況を確認するとともに、実

施状況を統括管理責任者に報告すること  

二 不正防止を図るため、自己の所管する組織内の研究等の運営・管理に関わる全

ての構成員に対し、コンプライアンス教育を実施し、受講状況を管理監督するこ

と  

三 自己の管理監督する又は指導する部局等において、研究の運営・管理に関わる

全ての構成員に対し、定期的に啓発活動を実施すること  

四 自己の所管する組織において、構成員が、適切に研究等の管理・執行を行って

いるか等をモニタリングし、必要に応じて改善を指導すること  

 

 

（監事の役割）  

第６条 監事は、組合の研究の運営・管理について次の各号に掲げる事項を実施す

る。  

一 不正防止に関する内部統制の整備・運用状況について組合全体の観点から確認

し、意見を述べる。  

二 監事は、特に、統括管理責任者又はコンプライアンス推進責任者が実施するモ

ニタリング及び内部監査によって明らかになった不正発生要因が不正防止計画に

反映されているか、また、不正防止計画が適切に実施されているかを確認し、そ

の結果について定期的に理事会等で報告し、意見を述べる。  

 

（研究に係るコンプライアンスに関する報告）  

第７条 研究活動及び研究費の管理に係るコンプライアンスに関する事項について



は、統括管理責任者等は、理事会等に状況等を報告する。 

 

（研究費資金執行上の責任）  

第８条 研究費の執行上の責任者は、当該公的研究費の交付を受けた研究者及び当

該研究者から枠を限定して配分を受けた者とする。  

 

（基本方針）  

第９条 最高管理責任者は、研究活動及び研究費のルールを遵守させるため研究の

不正防止対策の基本方針を策定するものとする。  

 

（行動規範）  

第１０条 最高管理責任者は、研究実施にあたって組合役職員が守るべき行動規範

を策定するものとする。  

２ 最高管理責任者は、組合職員に対して、不正行為の防止について意識向上を図

るため、研修会の開催その他の必要な措置を講じるものとする。 

  

（不正防止計画）  

第１１条 統括管理責任者は、研究活動及び研究費の適正な使用を徹底し、不正防

止に向けた運営・管理体制を整備するため、不正防止計画を策定するものとす

る。  

２ 統括管理責任者その他の組合職員は、不正防止計画の実施を図らなければなら

ない。  

３ 統括管理責任者は、毎年度、不正防止計画の実施状況をとりまとめ、最高管理

責任者に報告するとともに、必要に応じて、研究に係るコンプライアンス推進責

任者その他の組合職員に対して改善を指導するものとする。  

４ 統括管理責任者は、不正を発生させる要因等に対応し、随時不正防止計画の見

直しを図る。  

 

（不正防止推進室）  

第１２条 組合全体の観点から不正防止計画の推進を担当する部署として、不正防

止推進室を置く。  

２ 不正防止推進室は、事務局に置き、研究倫理教育責任者は、事務局長とする。  

３ 不正防止推進室は、次の各号に掲げる業務を行う。  

一 不正防止計画の実施を推進し、関係部局と協力して不正発生要因に対する改善

策を講じること  

二 統括管理責任者とともに、機関全体の具体的な対策（不正防止計画、コンプラ



イアンス教育・啓発活動等の計画を含む。）を策定・実施し、実施状況を確認す

ること  

三 組合役職員への行動規範の周知及び徹底を図るための方策を講じること  

四 公正な研究活動を推進するため、研究者等に求められる倫理規範を習得するた

めの教育を実施すること 

五 監事と連携し必要な情報提供等を行うとともに、不正防止計画の策定・実施・

見直しの状況について意見交換を行う機会を設けること  

六 その他必要な事項に関すること 

 

（公的研究費の適切な運営・管理）  

第１３条 統括管理責任者は、公的研究費の適正な運営・管理のために、必要に応

じて研究に係るコンプライアンス推進責任者と協力して、次の各号に掲げる事項

について必要な措置を講じるものとする。  

一 予算の執行状況及び研究計画の遂行状況の検証に関すること  

二 支出財源の明確化及び予算執行状況の把握に関すること  

三 研究者と業者の癒着を防止する対策に関すること  

四 有効に機能する発注・検収業務の仕組みの構築・運営に関すること  

五 納品検収、非常勤雇用者の勤務状況確認その他の研究費管理体制の整備に関す

ること  

六 研究資金で間接経費の申請が認められている研究費については、原則、配分機

関で認められている最大限度額を申請し、運営・管理すること 

  

（経理事務の準拠規則）  

第１４条 公的研究費に係る契約、旅費支給、給与・謝金支給等の経理に関する取

扱いは、別に定める場合のほか、医療AIプラットフォーム技術研究組合の関連規

程に準じて取り扱うものとする。  

 

（相談受付窓口）  

第１５条 組合における研究活動及び研究費の使用に関する制度・ルール・事務処

理手続き等に関する組合内外からの相談受付窓口を、事務局に置く。  

２ 相談受付窓口の長は、研究活動及び研究費に係る事務処理手続きに関して、組

合役職員へ分かりやすい形で周知を図るものとする。  

３ 相談受付窓口の長は、相談受付窓口の場所、連絡先、受付の方法等について、

組合のホームページ等を通じて組合内外に周知するものとする。  

 

（通報窓口）  



第１６条 組合における研究活動及び研究費の使用・管理に関する通報を受け付け

る窓口を事務局に置く。  

２ 通報窓口の長は、告発窓口の場所、連絡先、受付の方法等について、組合のホ

ームページ等を通じて組合内外に周知するものとする。  

３ 通報窓口の長は、不正行為に関する通報を受けたときは、速やかに、最高管理

責任者に報告しなければならない。  

４ 最高管理責任者は、前項の報告を受けた場合その他の場合であって、必要があ

ると認めるときは、第１８条に規定する調査委員会を招集し、研究活動及び研究

費の管理等に関する調査を行うものとする。  

 

（不正使用に係る事案の調査等）  

第１７条 内部監査又は告発等により、競争的資金等の不正使用が疑われる案件が

発覚した場合は、内部監査の担当者又は告発等窓口担当者は統括管理責任者に、

統括管理責任者は最高管理責任者に、速やかにその旨を報告しなければならな

い。  

２ 最高管理責任者は、前項の報告を受けた場合、速やかに事実関係を調査しなけ

ればならない。  

３ 告発等の受付から調査に至る体制の責任者は、適切な地位にある組合役職員の

中から最高管理責任者が指名する者とし、その受付窓口を含む事務は事務局で行

うものとする。  

４ 最高管理責任者は、監査の実施から30日以内又は告発等を受け付けた場合には

告発等の受付から30日以内に内容の合理性を確認し調査の要否を判断するととも

に、当該調査の要否を配分機関に報告する。  

５ 最高管理責任者は、調査が必要と判断された場合は、第１８条に規定する競争

的資金等調査委員会により調査を実施する。  

６ 不正に係る調査体制については、公正かつ透明性の確保の観点から、当該機関

に属さない第三者（弁護士、公認会計士等）を含む調査委員会を設置する。  

７ 第三者の調査委員会は、機関及び告発者、被告発者と直接の利害関係を有しな

い者でなければならない。  

８ 最高管理責任者は、必要に応じて、被告発者等の調査対象となっている者に対

し、当該調査対象の競争的資金等の使用停止を命ずることとする。  

９ 調査委員会は、不正の有無及び不正の内容、関与した者及びその関与の程度、

不正使用の相当額等について認定する。  

10 最高管理責任者は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等につい

て配分機関に報告、協議するものとする。  

11 最高管理責任者は、監査の実施又は告発等の受付から210日以内に、調査結



果、不正使用発生要因、不正使用に関与したものが関わる他の競争的資金等にお

ける管理・監査体制の状況、再発防止計画等を含む最終報告書を配分機関に提出

するものとし、期限までに調査が完了しない場合であっても、調査の中間報告を

配分機関に提出するものとする。 

12 最高管理責任者は、調査の過程であっても、不正使用の事実が一部でも確認さ

れた際には、調査委員会の速やかな認定後、配分機関に報告する。  

13 最高管理責任者は、配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の

進捗状況及び調査の中間報告を配分機関に提出するものとする。  

14 最高管理責任者は、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、配分

機関の求めに応じ、当該事案に係る資料の提出又は閲覧、現地調査に応じるもの

とする。  

15 最高管理責任者は、調査の結果、不正使用を認定した場合は、速やかに調査結

果（不正使用に関与した者の氏名・所属、不正使用の内容、組合が公表時までに

行った措置の内容、調査委員の氏名・所属、調査の方法・手順等を含む。）を公

表するものとする。ただし、合理的な理由がある場合は、不正使用に関与した者

の名前・所属などを非公表とするものとする。  

16 不正使用に係る調査の体制・手続等は、この規定によるほか、「研究活動にお

ける不正行為への対応等に関するガイドライン（平成26年8月26日文部科学大臣決

定）」の第３節の３「特定不正行為の告発の受付等」（３－１「告発の受付体

制」を除く。）及び４「特定不正行為の告発に係る事案の調査」並びに第４節

「特定不正行為及び管理責任に対する措置」の規程（再実験に係る部分等を除

く。）に準じて行うものとする。  

 

（調査委員会）  

第１８条 最高管理責任者は研究活動及び研究費の使用に関して調査等を行う機関

として、調査委員会を設置する。  

２ 調査委員会の構成その他調査委員会に関し必要な事項は、最高管理責任者が別

に定める。  

 

（研究活動及び研究費のモニタリング及び監査体制）  

第１９条 最高管理責任者は、研究活動及び研究費の適正な運営・管理のため、モ

ニタリング及び監査が有効に機能する体制を整備するものとする。  

２ 内部監査は、次の各号に掲げる事項に留意して監査等を実施するものとする。  

一 会計書類の形式的要件等の財務情報に対するチェックのほか、研究費の運営・

管理体制の不備について検証を行うこと  

二 不正防止推進室と連携し、不正発生要因を整理、評価すること  



三 不正発生要因に応じた内部監査を実施すること  

四 監事との連携を強化すること  

 

（研究データの保存・開示）  

第２０条 研究者は、細則第２２条に定める期間研究データを保存し、統括管理責

任者の求めがあった場合保存データの開示を行うこと。 

 

（その他）  

第２１条 この規程に定めるもののほか、研究活動及び研究費に関し必要な事項

は、別に定める。  

 

（施行期日）  

この規程は、令和６年１月１９日から施行する。  

 


